
調査要領
１．調査名称：新型インフルエンザ対策に関するアンケート調査
２．調査方法：質問紙郵送法
３．調査対象：高知県全域の従業者規模20人以上の民営事業所400社
４．回答総数：252社 回答率：63％）
５．調査期間：2009年10月～11月

調査結果
Q1 貴社の所属する主たる業種はどれですか。

新型インフルエンザ対策に関するアンケート調査

Q2 貴社の従業員数（パート、アルバイト等と含む）は何人ですか。

Q3 今回のブタ由来新型インフルエンザ発生で、貴社に影響はありましたか。（重複回答）

今回の新型インフルエンザ発生では70％の企業が影響が無かったと回答した。一方、勤務体制（9%）、
国内への出張（6%）等に影響がでた企業があった。
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主な事業内容

製造業
サービス業
卸売・小売業
医療福祉

運輸業
建設業
情報通信業
農林漁業

金融・保険業
教育・学習支援業
電気・ガス・熱供給・水道業
不動産業
鉱業

回答数：２５２
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従業員規模

20人未満

20‐49人

50‐99人

100‐249人

250‐499人

500人以上

不明

回答数：２５２

70

9

6

4

2

12

0 10 20 30 40 50 60 70 80

何も影響はなかった

勤務体制に影響

国内への出張に影響

物流が止まった

国外への出張に影響

その他

ブタ由来新型インフルエンザでの影響 回答数：２５２

％



Q4 今回のブタ由来新型インフルエンザで感染症対策をとりましたか。（重複回答）

新型インフルエンザ発生後に企業でとった対策としては、従業員に感染予防の啓発81%、情報の収集65%、予防
対策のための備蓄62%の順で高かった。逆に何も対策はとらなかったと回答した企業は9%で、ほとんどの企業がな

んらかの対策をとったことが伺える。
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従業員に感染予防の啓発

情報の収集

予防対策のための備蓄

来所者に対する感染予防

従業員の体調管理

従業員家族への感染予防の啓発

予防対策のための機器整備

出張の自粛

何も対策はとらなかった

物流の確保（通常ルート以外）

勤務体制の変更

保育施設等の臨時休業に伴う当該従業員への配慮

会議の自粛

従業員の訓練

その他

ブタ由来新型インフルエンザで行った感染症対策 回答数：２５２

％

Q5 Q4で「予防対策のための備蓄」「予防対策のための機器整備」とお答えの企業にお伺いします。貴社で購入

した備蓄品は何ですか。（重複回答）
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消毒薬

不織布製マスク

Ｎ９５マスク

うがい薬

防護服

感染制御のための空調システム

食料品

飲料水

その他

ブタ由来新型インフルエンザの予防対策で行った備蓄品 回答数：１８２

％

予防対策として購入した備蓄品は、消毒薬（22%）、不織布製マスク（20%）が多かった。

Q6 Q4で「従業員に感染症予防の啓発」とお答えの企業にお伺いします。貴社で行った教育内容は何ですか。

（重複回答）

従業員に行った啓発の内容で多かったものは、手洗い方法80%、咳エチケット66%であった。
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手洗い方法

咳エチケット

マスクの付け方

うがい方法

従業員が感染した場合の保健所への連絡

外出の自粛

その他

ブタ由来新型インフルエンザ対策で従業員に行った教育内容 回答数：２０４

％

Q7 Q4で「来所者に対する感染症予防」とお答えの企業にお伺いします。貴社で行った感染予防は何ですか。

（重複回答）
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出入口に消毒薬を設置

感染予防の注意事項を掲示

手洗いの実施

マスクの着用

うがいの実施

その他

ブタ由来新型インフルエンザ対策で来所者に行った感染予防
％

回答数：２０４

来所者に行った感染予防では、出入口に消毒薬を設置した企業が92%と突出して多かった。



Q8 貴社では強毒性新型インフルエンザを想定した感染症対策を行っていますか。また、「対策を実行している」

場合は実施日を記載してください。

対策を実行している企業は21%であった。そのうち2009年5月に実施しはじめた企業が31%あり、新型インフルエン

ザが発生したため急いで対策をたてたことが伺える。
また、今回の新型インフルエンザ発生以前に事前から対策をたてていた企業は13%であった。
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25%
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26%

強毒性新型インフルエンザを想定した対策

対策を実行している

対策を実行する予定である

（対策作成中を含む）

対応の予定はない

不明

回答数：２５２
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2%2%

17%

13%
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20%

強毒性新型インフルエンザ対策実施日

2008年実施

2009年1月実施

2009年4月実施

2009年5月実施

2009年6月実施

2009年7月実施

2009年8月実施

2009年9月実施

2009年10月実施

不明

回答数：５４

Q9 Ｑ８で「対策を実行している」とお答えの企業にお伺いします。貴社の強毒性新型インフルエンザ対策に含ま

れている内容をお教えください。（重複回答）
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衛生資材の備蓄

食料品・水などの備蓄

感染制御のための空調システムの整備

何もしていない

強毒性新型インフルエンザ対策の内容（ハード面） 回答数：５４

％

[ハード面の事前対策]

対策を実行しているまたは予定している企業の100%で衛生資材の備蓄を行っていた。

[ソフト面の事前対策]

従業員への啓発を行ったところがもっとも多く（85%）、ついで新型インフルエンザに関する情報収集の体制作り
（46%）であった。
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従業員への啓発

新型インフルエンザに関する情報収集の体制作り

従業員の家族への啓発

業務代替体制作り

産業医・専門機関などから医学上の助言を受ける体制作り

重要役職者の権限継承順位の決定

労働組合など従業員の代表者の意見を受ける体制作り

何もしていない

自宅勤務の体制作り

強毒性新型インフルエンザ対策内容（ソフト面） 回答数：５４

％

[計画の策定]

強毒性新型インフルエンザ対策を実行している企業(21%)のうち、緊急対応計画の策定をしているのは35%、事業
維持計画を策定している企業は20%であった。
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発生直後の緊急対応計画の策定

何もしていない

事業継続計画（ＢＣＰ）の策定

強毒性新型インフルエンザ対策の内容（計画の策定） 回答数：５４

％



Q10 貴社の強毒性新型インフルエンザ対策を策定するにあたり、どのガイドライン等を参考にしましたか。

（重複回答）
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厚生労働省「事業者・職場における新型インフルエンザ対策ガイドライン」…

高知県新型インフルエンザ対策行動計画

研修会に参加したものを参考にした

経済産業省「新型インフルエンザ対策に関する行動計画」

内閣官房「新型インフルエンザ発生時等における対処要領」、「新型インフルエンザ発生初期の水際対策…

ＷＨＯ「グローバルインフルエンザ予防プラン」

アメリカ合衆国疾病予防対策センター（ＣＤＣ）作成の各種チェックリスト

海外勤務健康管理センター（ＪＯＨＡＣ）「海外派遣企業での新型インフルエンザ対策ガイドライン」

国際製薬事業者連盟「国際的な製薬産業における業務継続計画」

その他

強毒性新型インフルエンザ対策策定ガイドライン
回答数：１１６

％

厚生労働省が作成したガイドラインを参考にしている企業が最も多く（48%）、ついで多かったのが高知県新型イン
フルエンザ対策行動計画（33%）であった。

Q11 Ｑ８で「対応の予定はない」とお答えの企業にお伺いします。貴社が強毒性新型インフルエンザを想定した感染

症対策の予定がない理由は何ですか。（重複回答）
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新型インフルエンザの具体的な症状が分かっていないから

既存の感染症対策(インフルエンザの予防接種など）で対応できるから

新型インフルエンザ対策を策定する方法が分からないから
新型インフルエンザがいつ発生するか分からないから

新型インフルエンザ対策を策定する人的余裕がないから

病気への備えは社員の自己責任であるから

新型インフルエンザが発生しても成るようにしかならないから

新型インフルエンザ対策を策定する予算がないから

新型インフルエンザといっても風邪である以上対応は必要ないから
新型インフルエンザ対策を策定する時間的余裕がないから

新型インフルエンザのへの備えは国や地方自治体の責任であるから

新型インフルエンザが発生したら全面的に業務を中止し、全従業員を自宅待機とするから

強毒性新型インフルエンザを想定した

感染症対策の予定無しの理由
回答数：７０

％




